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（経営管理部）   ○付は新規 
（単位:千円） 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔財政課〕 

 1公債費 

 

98,227,697 

   

914,774 

 

97, 

312,923 

 

 県債の償還等に要する経費 

 1 元金                 92,543,900千円 

 2 利子                  5,683,797千円 

2積立金 14,812   14,812   各基金の積立に要する経費 

 1 財政調整基金積立金               842千円 

 2 県債管理基金積立金            13,568千円 

 3 県有施設整備基金積立金            318千円 

  4 退職手当基金積立金              84千円 

〔人事課〕 

3海外派遣研修事業

費 

 

13,853 

   

4,230 

 

9,623 

 

 県職員を(一財)自治体国際化協会シンガポール事務所及び海外研修

に派遣することにより、職員の国際的視野を広げ、資質の向上を図る

ための経費 

4総務事務センター

運営費 

192,010   12 191,998  総務事務の集中管理に要する経費 

 

 

〔行政改革ＩＣＴ推

進課〕 

 5行政改革推進費 

 

 

2,548 

    

 

2,548 

 

 

 行財政改革大綱の推進管理等に要する経費 

 

6とちぎデジタル県

庁推進事業費 

1,197,499  73,000 17,744 1,106,755 ＩＣＴを活用した業務の省力化・効率化等の推進に要する経費 

1 働き方改革対応型ＰＣ環境整備費      1,026,644千円    

(1)ＰＣモバイル化事業費         816,113千円 

・○グループウェアのクラウド化に向けた調査・設計等 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

      (2)無線ＬＡＮ等環境整備費         177,033千円 

(3)ＬＧＷＡＮ専用端末運用費       33,498千円      

2 業務改善実行事業費             50,111千円    

・業務改善ＩＣＴツールの導入（ＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ、ノーコ 

ードツール、○生成ＡＩ、○オンライン住宅地図） 

3 デジタル人材育成事業費            31,392千円    

4 行政手続オンライン化事業費        43,973千円    

 (1)ＡＳＰサービス運用等経費      39,986千円 

・栃木県電子申請システムの運用、○コンビニ収納機能の導入 

(2)行政サービス利便性向上事業費     3,987千円      

5 自治体情報セキュリティ強靱化事業費     45,379千円   

  

7電子県庁推進事業

費 

（一部再掲） 

2,091,525 4,920 73,000 18,184 1,995,421  行政サービスの向上を図るための電子県庁の推進等に要する経費 

 1 情報ネットワーク推進事業費        48,358千円 

 2 行政ネットワーク充実事業費        261,612千円 

 3 マロニエ21ネット整備事業費        127,380千円 

 4 共同利用型基盤運用事業費         289,860千円 

 5 情報システム等効率化事業費            1,216,620千円 

 6 自治体情報セキュリティ強化対策事業費等  147,695千円 

 

〔職員厚生課〕 

8職員等福利厚生費 

 

177,682 

   

2,849 

 

174,833 

 

 職員の福利厚生事業等に要する経費 

 1 職員健康管理費              118,196千円 

 2 メンタルヘルス対策費            5,141千円 

 3 労働安全衛生対策費            17,865千円 

 4 福利厚生事業助成費            26,824千円 

5 職員住宅管理費               2,342千円 

6 ストレスチェック事業費           7,314千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔文書学事課〕 

9私立学校助成費 

 

10,861,440 

 

5,153,678 

  

26 

 

5,707,736 

 

 私立学校に対する助成等 

 1 小・中・高校助成費           5,848,515千円 

(1)小・中・高校運営費補助金      5,824,590千円 

   (2)教育改革推進費補助金        23,925千円 

 2 私立高等学校等修学支援事業費           3,933,907千円 

  (1)高等学校等就学支援金       3,868,104千円 

  (2)私立高等学校等授業料減免補助金      908千円 

  (3)私立高等学校等入学料減免補助金   64,895千円 

  3 私立小中学校等授業料減免補助金        7,392千円 

 4 奨学のための給付金（私立）事業費      182,716千円 

 5 学び直しの支援（私立）事業費          2,693千円 

 6 私立学校教職員共済補助金          176,153千円 

 7 栃木県私学退職金社団補助金         134,352千円 

  8 専修学校等運営費補助金           38,850千円 

  9 高等教育修学支援事業費           530,808千円 

10 授業目的公衆送信補償金補助金        6,054千円 

〔管財課〕 

10県庁舎等管理運営 

 費 

 

1,472,599 

 

 

  

110,274 

 

1,362,325 

 

県庁舎等の管理運営に要する経費 

 1 県庁舎等運営費              480,028千円 

 2 業務委託費                950,822千円 

3 管理負担金                 41,749千円 

11本庁舎設備等改修 

事業費 

528,939  327,000 105,000 96,939 本庁舎の計画的な改修に要する経費 

1 照明ＬＥＤ化改修事業費                    92,400千円 

 ・債務負担行為 令和５（2023）～15（2033）年度 

限度額 950,000千円 

2 東車庫連絡通路修繕工事費         27,500千円 

3 駐車場管制設備更新工事費         110,880千円 

・継続費   令和６（2024）～７（2025）年度 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

  

 

 

 

  

 

  ・継続費総額 353,430千円 

 4 中央監視入出力装置更新工事費       118,800千円 

 5 映像音響装置更新工事費           127,600千円 

 6 給排水衛生設備更新工事費         30,309千円 

 7 吸収式冷温水機点検修繕工事費       21,450千円 

12県庁舎等長寿命化

推進事業費 

3,046,968  2,723,000 320,000 3,968  「栃木県県有建築物長寿命化工事実施計画」等に基づく県有建築物

の計画的な改修に要する経費 

1 とちぎ健康の森本館空気調和設備等改修費 1,477,363千円    

  ・継続費   令和５（2023）～７（2025）年度 

  ・継続費総額 3,013,543千円  

 2 子ども総合科学館本館屋根・防水等改修費 1,240,774千円    

  ・継続費   令和５（2023）～６（2024）年度 

  ・継続費総額 2,067,958千円 

3 県有建築物改修費              328,831千円 

  ・対象施設 県央産業技術専門校、農業大学校、畜産酪農研究セ 

ンター、栃木ヘリポート（消防防災航空隊事務所）、

警察航空隊庁舎、真岡警察署、矢板警察署 

（７施設） 

〔税務課〕 

13賦課徴収費 

 

4,915,081 

   

235,500 

 

4,679,581 

 

 県税の賦課徴収等に要する経費 

 1 県税徴収費                10,500千円 

 2 税務事務オンライン経費          231,623千円 

 3 税務電算開発費                48,857千円 

 4 税務管理費                  53,724千円 

5 税収確保特別対策事業費           5,089千円 

 ⑥次期税務システム導入費          297,115千円 

・債務負担行為 令和７（2025）～８（2026）年度 

          限度額 1,137,293千円 

7 税務電子申告経費             65,903千円 
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事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

       8 徴税経費                4,095,862千円 

  (1)個人県民税徴収取扱費交付金    3,347,000千円 

  (2)特別徴収義務者交付金        566,000千円 

  (3)地方消費税徴収取扱費手数料     106,000千円 

  (4)コンビニ収納手数料等        76,862千円 

 9 通知催告等経費              106,408千円 

 


